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要　旨

　世界各国の貧富の格差の原因を実証的に解明するために、126カ国の資産の格差を表わすジニ係数について50種の

説明変数を用いて非線形回帰分析を行い、決定要因の探索を試みた。126カ国のジニ係数を精度よく再現する17種の

決定要因が求まり、それらについて算出した感度から各要因が資産の格差に与える影響度を考察した。その結果、世

界各国の資産の格差には、所得の格差が最大の影響を与えていること、また、農業、教育、健康等、様々な要因が影

響すること、しかし、所得税や相続税等の税対策は影響が見られないことを見出した。
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１　はじめに

これまで経済的格差といえば所得の格差に焦点が当たり、所得格差やそれに伴う貧困に関して、

多くの経済学者が理論的および実証的研究を行い、所得格差解決の政策が議論されてきた。しかし、

Piketty1)は、過去200年以上の資産や所得のデータを分析し、今後、世界的に中産階級が消滅してい

くと予測し、格差問題の解決には、所得の格差以上に、富、資産等の貧富の格差が重大であり、そ

の格差是正には、累進的な富裕税を世界規模で導入することが必要であると警鐘した。

貧富格差問題の解決には、格差の原因を解明することが先決であるが、貧富格差の実態とその原

因に関する研究は十分に行われているとはいいがたい2, 3)。貧富格差の原因を実証的に解明するアプ

ローチとして、貧富格差を表す指標を目的変数、その原因と考えられる幾つかの指標を説明変数と

して重回帰分析を行い、貧富格差の決定要因を探索する手法がある。所得格差や貧困率を目的変数
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とする研究はこれまで非常に多く行われているのに対し、資産格差の決定要因を探索した研究はき

わめて少数である4-12)。しかも、それらの先行論文をレビューすると、幾つかの問題点が見出される。

第１は、１国の資産格差を解析した研究がほとんどであり、複数の国を同時に解析した研究は未

だきわめて少ない4, 7)。しかし、１国の資産格差の解析から得られる決定要因は限定的であり、資産

格差の原因に関する一般的な結論を得るためには、途上国から先進国までの多数国を一括解析し、

国家の発展段階によらない共通的な決定要因を探索することが重要である。

第２の問題点は、これまでは説明変数の選定範囲を限定して解析した研究が多いことである。す

なわち、移民6, 8)、相続7)、宗教8)、民族9)等に焦点を当て、それらの要因が資産格差に与える影響を

分析した研究が多い。しかし、世界各国の資産格差の共通的な原因を解明するためには、多分野の

多数の説明変数を用いて一括解析し、その中から決定要因を探索し、さらにそれらの相対的重要度

を求めることが必要である。

第３の問題点は、先行研究では解析手法としてほとんどOLS（Ordinary Least Squares）等の線形

回帰分析が用いられていることである。一般に貧富の格差の指標と各種の説明変数とは線形関係が

ないため、OLSで得られた回帰決定係数が低く、各国の貧富格差指標が十分に再現されていない。

貧富格差の原因に関して信頼性の高い結果を得るためには、非線形回帰分析手法を用いて解析する

ことが有効である。

本稿では、各国の貧富格差の指標として資産のジニ係数を取り上げ、途上国から先進国に至る多

数国の資産格差のジニ係数について、何らかの相関があると考えられる多数の説明変数を用いて、

非線形回帰分析手法により一括解析することにより、信頼性、一般性の高い決定要因を探索する実

証的分析を試みた。

２　データと解析方法

２．１　各種変数のデータ

目的変数として用いた資産格差のジニ係数は、Davies et al.の報告書13)のデータ（2000年時点）を用

いた。この報告書には世界230カ国の資産格差のジニ係数値が掲載されているが、次の説明変数50種

のデータがすべてある国は126カ国しかない。したがって、以下の解析ではこの126カ国について行

わざるを得なかった。その内、ジニ係数の上位および下位各10カ国を所得格差のジニ係数とともに

表１に示す。所得格差のジニ係数が0.25～0.68の範囲にあるのに対し、資産格差のジニ係数は最小の

日本でも0.547であり、資産の格差は所得格差よりはるかに大きいことが分かる。資産格差のジニ係

数の下位には世界最小の日本を始め、所得格差が比較的低いアジアの各国が多い。これに対し、上

位には所得格差がかなり大きいアフリカ諸国の他に、スイス、スウェーデン、デンマーク等、所得

格差が低く、高福祉国家といわれる北中欧諸国が並んでいる。この126カ国には、最貧国のジンバブ
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表１．ジニ係数上位および下位10か国の資産格差および所得格差

資産格差 所得格差 資産格差 所得格差

1 ジンバブエ 0.845 0.518 117 アイルランド 0.581 0.335
2 スイス 0.803 0.329 118 韓国 0.579 0.341
3 アメリカ合衆国 0.801 0.422 119 シリア 0.579 0.358
4 ブラジル 0.783 0.557 120 バーレーン 0.575 0.360
5 スワジランド 0.780 0.520 121 クウェート 0.575 0.300
6 グアテマラ 0.778 0.550 122 カタール 0.575 0.411
7 チリ 0.777 0.531 123 アラブ首長国連邦 0.575 0.310
8 スウェーデン 0.776 0.243 124 スペイン 0.565 0.336
9 レソト 0.767 0.576 125 中国 0.550 0.430
10 デンマーク 0.765 0.252 126 日本 0.547 0.314

表２．説明変数

説明変数 分野 定義 出典 説明変数 分野 定義 出典

GpC 経済 GDP* 14) 技術開発 経済 技術開発指数 21)
成長率 経済 GDPの成長率 14) 民主化 政治 民主化度指数 19)
賃金 経済 最低賃金 14) 政治的安定 政治 政治的安定度指数 19)
消費 経済 消費額* 14) 犯罪 政治 犯罪死率* 14)
所得ジニ係数 経済 所得格差のジニ係数 14) 教育費 教育 教育費 14)
貧困率 経済 貧困線以下の人口率 14) 識字率 教育 識字率 14)
失業率 経済 失業率 14) 教育年数 教育 教育年数 16)
所得税 経済 所得税率 15) 大学進学率 教育 大学進学率 14)
法人税 経済 法人税率 15) 気候 地理 気候リスク指数 22)
消費税 経済 消費税等の付加価値税率 15) 都市化 地理 都市在住人口率 14)
株式税 経済 キャピタルゲイン税率 15) 農地 地理 農地面積* 14)
相続税 経済 相続税率 15) 医師 健康 医師数* 23)
税収 経済 税収* 14) 医療費 健康 医療費* 23)
FDI 経済 直接対外投資* 16) 寿命 健康 平均寿命 23)
対外債務 経済 対外債務* 14) エイズ 健康 エイズによる死亡率 23)
穀物 経済 農地当たりの穀物生産高 14) がん 健康 がんによる死亡率 23)
食料 経済 食料自給率 17) 心臓病 健康 心臓病による死亡率 23)
工業 経済 工業付加価値* 14) マラリア 健康 マラリアによる死亡率 23)
サービス 経済 サービス業付加価値* 14) 肺炎 健康 肺炎による死亡率 23)
石油 経済 原油生産高* 18) 結核 健康 結核による死亡率 23)
天然ガス 経済 天然ガス生産高* 18) 信仰 健康 宗教信者の人口率 24)
経済自由度 経済 経済自由度指数 19) 血液型 A 健康 血液型Aの人口率 25)
インターネット 経済 インターネット利用率* 14) 血液型 B 健康 血液型 Bの人口率 25)
PC 経済 PC台数* 16) 血液型AB 健康 血液型ABの人口率 25)
競争力 経済 競争力指数 20) 血液型O 健康 血液型Oの人口率 25)

* 国民１人当たりの数値を使用。
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エから最富裕国のカタールまで広範囲の国が、また、世界中の各地域の国が含まれている。したがっ

て、このジニ係数の解析から得られる資産格差の決定要因はかなり一般性が高くなると期待できる。

一方、説明変数は資産格差の原因と考えられるものを多数選定するために、先行論文を参考に、表

２に示す50種の指標を採用した。すべての説明変数は最小値０、最大値１となるよう正規化して解析

に用いた。説明変数が多いために、それらの記述統計や相互相関係数は紙面の関係から割愛する。

２．２　非線形回帰分析による解析

非線形回帰分析には幾つかの手法があるが、サポートベクターマシン（SVM）26-28)は1990年代以

降、開発された新しい非線形回帰分析手法である。カーネルと呼ぶ非線形関数を用いて写像した後、

線形解析を行うことにより高速処理が可能であり、また、最適解が一義的に求まり、局所解の問題

がない。そのため、現時点では最も有効なデータ解析手法とされている。

そこで、SVMを用いて多数国のジニ係数の決定要因の探索を試みた。SVMのソフトウエアは

LIBSVM ver. 3.1129)の回帰機能（カーネル関数はRBF（ガウス関数））を用いた。多数の説明変数の

中から決定要因を探索するためには、SVMモデルの最適化と説明変数の最適化が必要である。前

者については、LIBSVMの２種のパラメータ、g （RBFカーネルのgamma）と c （cost）の最適化が

必要であり（SVMの原理や記号・用語の意味については26-28)を参照）、交差検証法を用いて行った。

説明変数の最適化については感度分析による変数選択を採用した。これは各説明変数について目的

変数に対する感度を計算し、感度が最も低い説明変数を順次削除しながらモデルを最適化し、目的

変数の平均二乗予測誤差（RMSE）が最小となる説明変数の組み合わせを探索する手法である。こ

の感度分析は著者らの開発した方法であり、様々な問題で有効性を確認している30-34)。

そこで、交差検証法によるモデルの最適化と、感度分析による変数選択を組み合わせた以下の手

順により決定要因の探索を行った。

⑴ 　全データをランダムに10群に分割し、第１群を予測セットとし、その他の群をまとめて学習

セットとする。

⑵ 　全変数を用い、学習セットについてLIBSVMのパラメータ gと cをグリッドサーチして最適条

件を探し、このモデルに予測セットのデータを入力してジニ係数の予測値を求める。

⑶ 　第２群以下の各群を順次、予測セットとして以上の操作を繰り返し、全データのRMSEを算出

する。

⑷ 　次に、各変数の感度を求めるために、当該変数は実際の数値に設定し、その他の変数は全デー

タでの平均値にそれぞれ設定したデータを予測セットとし、それを最適モデルに入力し、出力値

を求める。

⑸ 　当該変数の設定値を説明変数、出力値を目的変数とする単回帰分析を行い、回帰直線の傾きを
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その変数の感度とする。

⑹ 　全説明変数の中で感度の絶対値が最小の変数を取り除き、以上の操作を繰り返し、全データの

RMSEが最小になる説明変数の組み合わせを決定要因とする。

３　結果と考察

以上の方法により50種の説明変数の中から決定要因を探索した結果、17種の変数においてジニ

係数の平均二乗予測誤差が最小になった。その時のジニ係数の実測値と予測値の散布図を図１に、

求まった決定要因の内訳とその感度を表３に示す。回帰決定係数R2は0.597で、126カ国のジニ係数

が先行論文よりはるかに高い精度で再現されている。したがって、決定要因に関する本稿の結果の

信頼度は高いと考えられる。

次に、得られた決定要因の相対的な影響度について考察するために、決定要因 i の感度Siから

次式によりジニ係数に対する寄与率Ciを計算した。

図１．資産格差ジニ係数の実測値と予測値の散布図

（▲欧州、◇アフリカ、■アメリカ、○アジア・大洋州）
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表３に示すように、第１に注目すべき点は、所得ジニ係数が資産格差に対して最大の影響を与え

ており、その寄与率が24％に達している点である。表１で見たように、資産格差のジニ係数と所得

格差のジニ係数はある程度の相関は見られるが、図２に示すように、相関係数は0.616で、非常に

高い相関があるとはいえない。これは、図のように、世界の全体的傾向よりスイス、スウェーデン、

デンマークの３国の資産格差が異常に高いこと、および中国が異常に低いためである。

また、図１のように、これら４カ国の資産格差の予測値が実測値からかなり大きく（全体の平均

誤差の２倍以上の誤差で）外れた結果からは、これらの国について本稿で取り上げた以外の要因が

存在する可能性が示唆される。例えば、スイスは人口が世界の0.1％しかないが、同国の銀行には

世界中の個人資産の30％が集まっているといわれ、これには金融機関の特殊事情が関係している点

が指摘されている。さらに、中国については、本稿で用いた資産格差のジニ係数は2000年時点の

データであるが、近年、同国では所得・資産の格差が急激に拡大しているため、説明変数の最新デー

タとの時点のずれが関係している可能性がある。

資産格差のジニ係数を目的変数として重回帰分析を行い、資産格差に対する所得格差の影響を調べ

た先行研究はない。Davies etal.35, 36)は所得格差のジニ係数を説明変数に用いてOLSを行っているが、目

的変数が資産格差のジニ係数ではなく、資産額そのものであるため、本稿の結果とは比較できない。

次に注目すべきは、農業関連の要因の寄与率の高さである。穀物、農地、食料の３要因の寄与率

表３．決定要因の感度と寄与率

決定要因 分野 感度 寄与率（％） 決定要因 分野 感度 寄与率（％）

1 所得ジニ係数 経済 0.407 23.6 10 都市化 地理 0.136 2.6
2 穀物 経済 0.324 14.9 11 寿命 健康 -0.127 2.3
3 農地 地理 0.293 12.2 12 気候 地理 0.125 2.2
4 教育年数 教育 -0.263 9.8 13 医師 健康 0.110 1.7
5 教育費 教育 0.238 8.1 14 食料 経済 0.100 1.4
6 競争力 経済 0.192 5.3 15 犯罪 政治 0.100 1.4
7 肺炎 健康 0.185 4.9 16 技術開発 経済 0.083 1.0
8 血液型B 健康 -0.168 4.0 17 政治的安定 政治 0.080 0.9
9 信仰 健康 0.161 3.7
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の合計は28.5％にもなり、所得ジニ係数を越える。これら３要因の感度の符号がいずれも正である

ことは、アフリカ諸国のように農業への依存が高い国ほど資産格差が大きいことを意味しており、

興味深い結果である。しかし、農業関連指標を説明変数に用いて重回帰分析を行い、農業と資産格

差の関係を分析した先行研究は見当たらない。

教育関係要因は教育年数と教育費の寄与率を合計すると17.9％になり、資産格差に少なからず影

響を与えることが分かる。資産格差と教育の関係については、親の経済状態が子の教育機会に影響

し、高い教育が好条件な就業機会につながり、さらに所得・資産の拡大につながるといわれている。

そのため、資産格差指標を目的変数とし、教育関係指標を説明変数に用いて重回帰分析を行った先

行研究は幾つかある4, 6-8)。しかし、いずれも線形OLSで解析しているため、回帰決定係数R2が0.3以

下と低く、実測のジニ係数が十分説明されていない。また、解析対象の国が数カ国ときわめて少数

であり、得られた結果が限定的であり、その信頼性に疑問が残る。

表３の結果で目につくのは健康関連要因の多さであり、決定要因17種の内で５要因も占め、それ

図２．所得格差ジニ係数と資産格差ジニ係数の散布図

（▲欧州、◇アフリカ、■アメリカ、○アジア・大洋州）
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らの寄与率の合計は16.6％になる。資産格差と健康要因との関係については、低所得・貧困世帯ほ

ど医療・福祉費の比率が大きく、資産格差が増大すると考えられる。しかし、健康関係の指標を説

明変数に用いて重回帰分析を行った先行研究は見当たらない。平均寿命や乳児死亡率を説明変数に

用いた論文37, 38)はあるが、資産格差のジニ係数を目的変数にした重回帰分析は行われていない。ま

た、本稿では、表２のように多数の疾病関連指標を説明変数に用いて解析した結果、肺炎が第４位

の感度で資産格差に寄与することを見出したが、先行研究では、結核と資産指数との相関を分析し

た論文39)はあるものの、資産格差のジニ係数を目的変数とする重回帰分析は行われていない。

税による再分配政策は、貧富の差を緩和させ、階層の固定化とそれに伴う社会の硬直化を阻止し

て、社会的な公平と活力をもたらすための経済政策の一つであるとされる。そのため、世界中の

すべての国で税対策が導入されているが、資産格差に対する税対策の有効性を実証した研究は少な

い。特に、相続税については、資産が子や孫に引き継がれ、格差が相続によって固定化・拡大する

とされることから、相続税関係要因は先行研究の幾つかで検証され、資産格差に大きな影響を与え

ると指摘されている6-8)。しかし、本稿では表２のように、相続税を含む多数の税関係の指標を説明

変数に加えて解析を行ったが、いずれも決定要因とならなかった。この点については、本稿の結果

は、Pikettyが冒頭の著書の中で主張している「相続税のような１度きりの課税では公平性は保てな

いこと」、および「資産から生じる所得への課税では租税回避などが生じやすく実効性が薄いこと」

を実証していると考えることができる。

以上の結果を総括すると、世界各国の資産格差の決定要因に関して、先行研究と本稿とでは異なる

結果が得られたが、多数の国について多数の説明変数を用いて解析したことと、ジニ係数の予測値が

先行研究よりはるかに高い精度で得られたことから、本稿の結果の方が信頼性が高いと結論できよう。

４　結　論

本稿では、世界各国の貧富格差の原因を実証的に解明するために、126カ国のジニ係数について

50種の説明変数を用いて非線形回帰分析を行い、決定要因の探索を試みた。126カ国のジニ係数を

精度よく再現する17種の決定要因が求まり、それらについて算出した感度から各要因が資産格差に

与える影響度を考察した。その結果、世界各国の資産格差には、所得格差が最大の影響を与えてい

ること、また、農業、教育、健康等、様々な要因が影響すること、しかし、所得税や相続税等の税

対策は影響が見られないことを見出した。

本稿のように、多数の要因が原因・結果として複雑に絡み合った場合に有効と思われる手法とし

て、共分散構造分析手法を用いた因果構造モデルの解析がある40）。しかし、現時点では共分散構造

解析は線形モデルに限られており、非線形回帰手法の導入が待たれる。この点については今後の検

討課題としたい。
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